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精神保健福祉法改正案に反対するDPI日本会議声明

特定非営利活動法人DPI（障害者インターナショナル）日本会議
議長　平野みどり
　
私たちDPI（障害者インターナショナル）日本会議は全国95の障害当事者団体から構成され、障害の種別を越え障害のある人もない人と共に生きられる社会の実現に向けて運動を行っている団体である。
2017年2月28日に「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律案（以下　精神保健福祉法改正案）」が閣議決定され、国会で審議されてたが審議未了となった。そして今国会において再び法案が審議されようとしている。
この法案は相模原障害者殺傷事件の再発防止を趣旨としており、強制入院の強化、医療を治安維持に使うといった重大な問題を含んでいる。DPI日本会議としてこの法案への反対を改めて表明する。理由は下記のとおりである。相模原障害者殺傷事件の再発防止策と精神保健指定医制度の見直しについては精神保健福祉法改正とは分けて検討することを強く求める。

記

1． 法案は取り下げるべき
法案の概要説明文書には、改正の趣旨として「相模原市の障害者支援施設の事件では、犯罪予告通りに実施され、多くの被害者を出す惨事となった。二度と同様の事件が発生しないように」と書かれていたが、厚生労働省は参議院で審議中の4月13日に突然この文章を削除した。今回の法改正の趣旨が障害者権利条約を踏まえた措置入院制度や医療保護入院制度などの非自発的入院制度の抜本的な見直しなどではなく実質的に前回と同様であれば法案は取り下げるべきである。

2． 措置入院の強化と治安維持
先の改正案では「措置入院者が退院後に医療等の継続的な支援を確実に受けられる仕組みの整備」とあり、手厚い退院支援が提供されるように書かれているが、実際は退院後の監視体制づくりである。そもそも、日本は措置入院と医療保護入院といった強制入院が諸外国に比べて極端に多い。障害者権利条約や国際的な潮流を踏まえて、地域移行をすすめることが必要である。しかし、先の改正案では退院後支援計画は「精神障害者支援地域協議会」が作るが、その構成員に警察が入っている。医療は本人の治療のためのものであるはずなのに、治安維持の仕組みとなっている。

3． 相模原障害者殺傷事件の再発防止は別に検討すべき
相模原障害者殺傷事件は優生思想に基づいた犯行であり、政府には優生思想とどう闘っていくのかを示すことが求められている。精神保健福祉法の議論とは全く別の問題であり、優生思想の克服をはじめとした再発防止策を検討すべきである。

4． 精神保健指定医制度の見直し等は別に取り組むべき
　精神保健指定医制度の見直しについては、2015年には聖マリアンナ医科大学病院で複数の精神科医師が「精神保健指定医」の資格を不正取得していたことが発覚した。重大な問題であり、見直しは不可欠である。この問題については、精神保健福祉法改正案は取り下げた上で、精神保健指定医制度の見直しに取り組むべきである。また、障害者権利条約の完全実施の観点から、精神障害者の人権と地域生活の確立を課題として障害当事者を交えた検討を行うべきである。

医療は本来、患者の健康の維持、回復、促進のために行うものであることから、精神医療を治安の道具としてはならない。昨年６月には障害者権利条約の第１回日本政府報告が国連に提出され、今後、その審査プロセスが本格化する。あらためて、障害の有無によって分け隔てられないインクルーシブな社会を目指して、精神科病院からの地域移行と地域生活基盤整備の飛躍的拡充を求めるものである。

以上
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